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＋英国
※18：朝日新聞、2000年11月29日付。
※19：RIA　Novosti，24／12／2007（http　l／／en．rian．ru／russia／20071224／93979601．htm1）
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　輸出先も現在は80力国ほどに拡大し、主要購入国は、中国、インド、ヴェネズエラ、イラン、マレー
シア、セルビアとなっている※20。ロシア製武器の売却範囲の広がりは国際政治関係の変化を背景として
いる。例えば、かつてあったインドと中国の間の政治的緊張関係も現在はほとんどなく、両国が同様な
武器を保有することへの違和感はなくなっている。また冷戦終結後の米国の覇権主義的独断行動に批判
的な立場も多く、国内に多くのイスラム系住民を抱えるマレーシアなども米国価値観の押し付けを嫌い
「多極化」をよしとしている。こうした政治環境もロシア製武器売却に有利に働いている。その結果、一
例を挙げれば、インドではスホーイ社製のSu－30MKIが、中国ではではSu－30MKKが、マレーシアでは
Su－30MKMが上空を舞うことになった※21。
　最近朝鮮日報が伝えたところによると※22、ロシアのスホーイ社とインドのヒンドゥースタン航空社に
よる一米国のF22ラプターを凌ぐと評判の一第五世代機Su－50の共同開発も進んでおり、2010年以降ロシ
ア極東の工業都市コムソモルスク・ナ・アムールで大量生産される見通しだという。ロシアの軍需産業
分野での攻勢が当分続きそうである。
4．対アジア戦略とシベリア・極東開発
　2007年11月、プーチン政権は前政権時代に作成されながら、ほとんど棚上げ状態にあった「極東・ザ
バイカル発展連邦特別計画」を改正し、2013年まで延長してその実現を図ることを内外に示した。実のと
ころ、これは1996年に承認された最初の計画を2002年に投資額を縮小した改正計画の再改正である。い
ずれにしろ、この当該計画は、資源問題、安全保障問題でシベリア・極東地域の役割が高まり、資金的
裏づけの見通しも出てきたために、ロシアのグローバル戦略の中でアジア太平洋地域との統合に本腰を
入れようとする現われの一つといえる。
　実際、東アジアが世界経済の成長の核になっている今日、ロシアのAPEC（アジア太平洋経済協力）加
盟国の経済関係も比重を増しており、シベリア・極東地域開発はそれとの連関なしには非現実的になっ
ている。そしてそれなしの開発はロシアとしては中国経済への従属を意味しかねない。それゆえロシア
としてはアジア太平洋諸国との経済関係を深め、投資を呼び込みつつ、この地域の発展を図る必要がある。
　ただそうはいっても、当面中国への依存は大きくなる見込みである。実際、計画されている大型投資
は中国での開発と連動している。例えば、ロシアは今後25年間に全国で40－50基の原子力発電所建設を予
定しており、この計画を推進するに当たっては日本企業の東芝に原子力発電プラント機器製造で提携す
ることになっているが、早い段階で着手されそうなロシア極東での二基のプラント建設プロジェクトに
は日本以外にも、中国や韓国の企業にも参加を呼びかけている※23。そもそも何故ロシアが極東にそうし
た施設を建設することにしたかというと、中国東北部の開発には今後大幅な電力需要が見込まれ、中国
側が統一エネルギーシステム社にロシアからの供給を持ちかけたからである※24。
　そこでロシアとしては、そのプロジェクトを少しでもロシア産業の育成につなげようとしており、ほ
ぼ同時期、原子力発電所の建設と並行して、アルミニウム・アルミナ生産プラントの建設を進めることが、
原子力発電会社ルスアトム社と大手アルミ会社ルスアル社との間で合意されている※25。
　これまでシベリア・極東地域は、製造業としては、スホーイ社などの大手兵器産業が点在するだけであっ
※20：前掲紙。
※21：これらのスホーイ戦闘機は全く同機種ではない。例えば、マレーシアのSu－30MKMは、インドのSu－30MKIを同地用に
カスタマイズされたフランス製航空電子工学機器を搭載したモデルである。
※22：朝鮮日報、2007年12月17日付（http：／／wwwchosunonline£om／article／20071217000048）
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たが、そのスホーイ社もスーパージェット100などの民間航空機製造に力を入れ始めており、現在進めら
れようとしている産業連関度の高いプロジェクトが実現すれば、その波及効果は極めて大きいといえる。
　アジア太平洋諸国との経済関係の深化では、シベリア鉄道を活用した物流を作り出すことにも重点が
置かれている。中ロとも朝鮮半島を横断する韓国を起点として自国を通ってヨーロッパと結ぶ物流動脈
構想を持っており、その実現のために北朝鮮外交で優位に立とうとしており、北東アジア情勢は中ロの
思惑が入り混じって展開する事態となりつつある。
　プーチン政権は2010年にアジア太平洋経済協力会議をウラジオストクで開催するために、極東・ザバ
イカル発展連邦特別計画の中でもウラジオストクのインフラ整備事業を実施する。今後5年間に港湾、
空港などインフラ整備に1，000億ルーブル（約4600億円）が投じられる予定である※26。こうした野心的な
大規模投資がどの程度シベリア・極東地域発展を引き起こすのが注目されるところである。
5．終わりに
　世界は正しくメガコンペティションの中で目まぐるしく変化しており、豊かさを求めるには絶えずグ
ローバルな市場の動きに五感を集中せねばならなくなっている。ロシア、中国そしてインドといった国々
は、その意味では、遅れてきたランナーであったが、現在は猛烈な学習によって本来優れた実力の持ち
主であることを証明している。もちろん、過去のギャップを考えれば、これらの国が克服すべき課題は
少なくないが、今後とも巧みな戦略と戦術でグローバル市場の覇者となる可能性を秘めている。それゆ
え日本は、ステレオタイプな国際政治観を捨て、これらの国々との戦略的提携を模索しながら共存共栄
の道を選択していく必要があろう。
※23：RIA　NovostL13／04／2007（http：／／en亘anエu／world／20070413／63585307htm1）
※24：RIA　Novosti，10／04／2007（http：／／肌rian．ru／russia／20070410／6340092αhtml）
※251RIA　Novosti，09／04／2007（http：／／en．rian．ru／russia／20070409／6333903αhtml）
※26：日本経済新聞、2007年2月23日付。
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